
特定ライフルの特例的許可に係る手続きのフローチャート（被害防止計画捕獲従事者）

水田総合利用課

※特例通達による運用が定着するまでの間（運用開始後３年を目途）について、被害防止
計画の「ライフル銃による捕獲等を実施する必要性及びその取組内容」への記載がない
場合でも、所持許可申請を行うことは可能（質疑応答集（行政機関向け）問６）。

特定ライフル活用希望ハンター
（被害防止計画捕獲従事者）

市町村
地域振興局

（農業振興普及課）
県

（水田総合利用課）

申請前

申請時

市町村へ推薦書の作成依頼 推薦書を作成

推薦書の写しと併せて、
県へ確認書の作成を依頼

水田総合利用課へ送付
（併せて森づくり推進課へ
情報提供）

確認書を作成

市町村へ確認書を送付市町村へ送付
推薦書と確認書を
ハンターへ送付

推薦書と確認書を県公安委
員会へ送付し、所持許可を
申請

被害防止計画において、特
定ライフルの所持、捕獲が
必要であることを記載し、
県へ計画変更協議 ※

水田総合利用課へ送付 計画変更について回答


